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1.まえがき

研究の四~+茂について

一昨年， m約な林業地として著名な東京都の青松地方p 埼玉県の 1)日 I11地方の実態を調査し，

昨年，それとは反対に粗放な林業地である耐山県の山村の実態を訓査してみてま歩感じたとと

は，両者の人口密度，すなわち土地単位而l'if当りの人 11扶益力の州連である。

第 1 表 山村の人口密度

青梅・小宮村

西I11 ・東吾野村 | 

福島・都路村

1 ， 80コ町歩 96% 

1, 700 91 1 

11 , 793 I 95 I 

80町歩

173 

564 

一
歩

一
円
u
q
u
7

‘

計
一m
M
ぉ

1

1

'

I

4

4

 

人 口 I 1 町歩当り人口

2 ， 247 人1.20 人
2 , 816 1.50 

5 , 421 0.44 

場所 山林面積 農地面積|

1) 経営部経営研究室長 2) 経営部経営研究室



- 88 ー 林業試験場研究報告第 65 号

11'~ 1 去でみられるように， ~*illÍ"比率にはほとんど z~~:がなく， -，-共r休業以外に産業らしいものは

ないにかかわらや， -r引[~地方のノj、1引寸では PIJ歩当り1. 2 人， ífli，1gi~ のMl51M'í-付では 0.44 人でほ

ぼ 3対 1 となっている。郎路ネJの地J/ラは概して綬やかな丘陵性の起伏によって rlj められ，村内

全般にわたって多数の小守防存が故ヂ[:し，未利JiJ林と，IE.われるととろはないのであるから，人口

J犬養力の相遣は p 小'r~・村で山村、の約 8 剖が浩林地であるのに対し，都路村では 9 割すそが薪炭林

〔牧師色合む)であるととに起17，1する。すなわち薪炭休 11llJ・*当りの労働投下量は 9~10 人程

!主であるのに対し， 苛仙士地|也払方の誌迂也1i

の労{働効をJ投芝下しているカか込らであるヘ

とのような人口密度の主があるばかりでなく，村民の生日水中も背村正」也方の方が大分自iい。

したがって p わが国が現在当町iÎ し，将来ますます重大化しようとしている人口問題の観点から

しでも，貧乏村の代名詞のようになっている東北山村の生i，~A(ÌWの向上という観点からしでも，

都路村の山林の過午を Ilj める国有林に沿いて，薪茨林を大r 1) に1/11材判乙切替える方針をとった

らどうなるであろうか，その方が薪炭林の現状維持でゆくよりも p 国有林自体はもとより，地

元山村の人々にとっても大きなプラスになるのではないか，というふうに一応考えられる。

ととろがl明治以来，都路村の国有林に対する施業方針は，坊決材に対する地元日の需要が常

に供給 nJ能量を上姐る放をもって，一対して新決;林の科fA:ii増強に主11込がゐカ通れて今日に至って

いる。地元l\!; もまた:将来の一民没:lt村の窮迫化を恐れて， ti!よ十本を干，.ばない。

かくして p 粗いは II;J じく地元l(のi1ìMlfi止榊進で、ありながら， 相反する 2 つの経営方式がその対

策として考えられているととになる。そとで果してそのい 1州しが，地元民の幅Iff止榊進にかなう

ものであるかを比較検討してみたいというのが，との研究をはじめた直接の動機である。

しかしながら p 国有林の経営は，単に地元民の稲川lい??迎;だけが 11 的ではない。国有林経営の

絡I"jの日棋は，国有林崎経営此日出 1 条に明記しであるように国l~のíJìl而ÌJt府進にある。

すなわち p 国有林の経営;汁匝lは，その計画の実施によってM:えの国民経済的効果があげられ

るように伎町されなければならない。

そとでまや国有林にゐける lli林投資があげうる国民経済的効県がどのような内容を持つもの

であしその効果をì)!lj定するにはどうしたらよいか，さらに，地元に及Iî'す効果が全般的な経

済効県の1[ 1でどのような比重を I~Î めるものであるか等について検討するととにした。

2. 経済効果の内容と測定方法

近日ι スミス流の自由主義に基く経済発民が停滞を示すようになるや，公共投資がケインズ

:U[!論によって史小;-けられながら重要な役;刊を果すに至った。それとともに公15投資の経済効果

に関する研究が日j授となり，その研究の成:!.I~が実践に移されて合理的な公民投資計画の策定に

養育指・西川林業地帯調査研究資戦第 3 集(林業試!験場経営部)参照
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mいられるようになった。

ととではそれ等の研究成果を，資本訴杭の賞作L 労働力の過剰というわが国の経済の特買を

考慮しながら，批判的に摂取して作ら Alた国土総合開発審議会の経済効果i1[l1定の基本方針に準

拠して考裂するとととした。

右の方針品によると，程済効洪を一考察する場介の観点として会の 6ll~ をあげている。

ト国1;iヘD哨);11 (国土保全施設を合む)

ll. 施設による榊産効果(保全施設による減産防 rf:効果を合む)

ι 地方経済に;及ぼす効果

lV.費川{史.益比投

V. 投資所得比率

11. 主ll ，j'立工事の経済効果

な;!::;- ，とれらの消効果を測定する I許Hノ止として火の 4 点をあげている。

1 .計四l実施によって与えられる便益は有効な;113裂を伴うものでなければならない。

ll. 各施，j立の号|匝iは便益の費川を趨idiiずるお1が段ブーとなるようなか仕込でなければならない。

1lI.施設計岡の如何なる部分.1/， 1司じ口的をとttーするために考慮し得る計画のなかでj誌も経済的

なものでなければならない。

1 走塁済効県ìwtιi二の便益と詑}IJ とは広〈国民経済上に計画のもたらす社会的な仰益と，と

の仮!益をJ品供するに必要なあらゆる社会的な1~川を含む。

{国益と !N川は金額に換算できるものはすべて金額で表示し，金制に換算できないものは

その件夫がl リ ]1肢になるように表示すべきでるる。

とのような前北のもとに前述の諸効県をみるわけでるるが，そのうち I の匝J'i日のJl'tJ;1Iは国民

経済的資産のJl'ìi泌を夫わし，立:JIJ計算と資本(I'~貨川'I;;C出の基礎となるもの，

I の増産効県は有効需要をど件うかどうかを判定する指標であるから物量をともって表わすがそ

れは市場価俗によって評価すれば促益となるもの，

目の土山町ノむ経済に及ぼす効果l主計画の対反事業によって地方経済に継起する効泌を指し， i最長計示格茎

三失3た幻矧'cl1叩i市日肝十接妄効月洪L まで、合めた場合の増カ加H所

をみようとするもの，

Wの1~用便益比率はN!誌を生やるに必要な費川に対する促益の比率であって社会的なm益率

を夫わすから ?j'f.，~~対ー象選択上の辿十九位を判定するに使川ずるもの，

V の投資所付比率は投資によって生十る国民所1~}Ji刊 11分と投資との比率であって国民所得・に

及ぼす投資の有効度を示ずから j血絡必1Lþを備えたYJ::7j\~対象についてその選択の順位をと判定する

限定に使!日するもの，

持国土総合開発事務処，経済効果:測定方法について，
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刊の建設工事の経済効県は主II‘設'i1t金のtIJFt'iiが国民怪許の循環に及 l'fす効県をみようとするも

のであって，建設主f金の資材先，労賃その他使詮別撒イji制に基き地方にゐける立J妾の!岳1Jj，所

得の増加l量をみて目の地方経済に及ぼす効果の一部とする一方p 投資莱・数の応/1]によって波及

効県をとらえようとするものである。

波及効果はíIの場合に|民らや施設の運営によって生示、るl1Ïi主沿よぴIHJ接効果のすべての段附

に3ないて生じ得るものであるととは勿論であるが，現在のととろ， 波及効，mを測定するととは

実際川題としては非?;?にいi史j[ーであるから，経済効果というよりも/)日発効果の範囲内にとどまっ

ている。

以上の説明から明らかなように\1以外の効果は費JiJ仰益比率の各項f_Iの算IH とともに戸内下す

るととができるものであり， VI は位設工事の資材労務計画去から拾うととができるから， 結

局p 経済効果の測定は投!日便益比率の項目を計算するととに要約される。とのととは，とれら

の諸効果が平面的，続列的なものではなし相互に税接た関係をもって立休的， 休系的IC配列

されたものであるととを示すものといえよう。

そとで，公共投資としての匙林投資の効果を考察する場合の観点として，前述の '1 点のうち

のどれに重点が置かれるかを考えてみよう。まや主!;林投資の '1町、作で、あるがp とれについては公

共投資としては最も地方的色彩の濃厚なものの 1 つであるといえる。というのは p 法林投資に

よって生やる直接効県(地林iiii杭に沿いて生十る効県で森林佃飢の哨力11，成長量すなわち伐搾

量の増加，国土保全効県の増力11 ， ì1t林iど怪の撒有n亡よる効果等を合む)はもとより，おH弐ll'rI接

効果(伐間過程lc沿いて生歩、る効Q!o)第2 次1m接効県(製材iililfせにたいて生やる効県)も多く

はその地方にとどまり， U~ 3 ..:j(l iiJ接効果(輪選過程に冬、いて生十る効果)第 4::歩'(II\J接効果(木

工過程にむいて生やる効県)第 5弐11\J接効果(販売過王子ーに会いて生歩、る効果)等が多くは他の

地方に流出するととになるわけで，はじめの 3 段附に沿いて生やる効県の方が，後の 3 段階に

沿いて生やる効果よりも大きいとみられるからである。

さらに古林投資の行われる場であるととろの山村の)りj'q'，}.lkij[\が卸めて低いというとと，そし

てその低い所得水準を高めるととが国民経済の均的のとれた発出のために p また林業臼休の発

展のために重要な意味を持つというととよりして，山村の低いF'iî"得水準を高めるための有力な

子段としての浩林投資の意義が，国民経済の立場から高く評価される。

との 2 つの迎1[1 によって P 公共投資としての匙林投資の効果をみる場合の観点としては地方

(山村)経済に及ぼす効果iこ屯点がむカ通れるとしてよいであろう。

ととろでp 地方経済に及ぼす効果をみるには p 前述のように，その投lfによって直接，間J妾

生サコる i怜力11所得ー制のうちでその地方IC残f11ずる分がどのくらいかを測定するわけであるが，こ

れには，ます叫?加所得執がどのようなものであるかをはっきりさせてゐく必裂がある。

との内't'JI1所件幼は p 三たの 3 つの性怖の与もなったものよりなる。
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i. ilt林資金の撒イliによるもの一主として労働所得

ii. 伐咋量のl竹加によるもの一也林投資を行った山林所・有者の獲得する業主(財産むよぴ企

業) 所得， f伐足 J川I川if浩1准E主必子よび

i行11し i 主沿-よび、 i日i に jゐ忌ける F所ノ江~.私伴}- (第 1 ;功尖タ火(.)灼川p引川i'f千守ω) に地』域或的J投文t資禿乗数を束乗:，歩計‘るととによつて得られ

る波及的な所得増加!諺l

との rltで iii のみ(Ç2 弐以降の所得榊力11制は，地方経済の発展に寄与する程度をみる上で、重要

な役割を県すものであるが， 前症のように， 地域的投資乗数を求めるととが非常に困難なの

でp 現在のととろでは開発効JI~に属する。したがって現段階で、は i むよぴ、 11 の第 1 火所得の増

加|額のみが対牙〈となる。

本研究でも阿千f樹氏林地帯に対する辿説(I'~な iil林投資に伴って山中l'の人々が'乏J/kる第1';た所

得の推移を主主所得と労働所得とに分・けてilllJJtし，あわせて固有林臼休の経営JJUI~の推移をi)llJ

5ι必ずるととにした。

t;;_~， ;本仰f5'Lでは山村の人[1問題を ZJづYモする資料としたいためと p 林業労働の大学を供給す

る山村農家の労働配分を検討したいために!日川量の推移についても測定するととにした。

とのように p 国有手先決材J必市に対する主li統的な1TI林投資によって山村の人々の屈川量や所得

がどのようにt!l;移してゆくかをみるのが研究の主"凡であるが，それだけでは他の公共投資との

効果比較ができないので，公共投資としての泊格性を判定するために}IJいられる費削便益比率

と p 投;引lti位を Jどめる資料となる投資所作比率を測定することにした。

との両比率のiJlIJ5t方法は p 国土綜合rm発事議会の定めた「経済効込方法について」に準拠す

るととにしたが，え!;林投資の場合のji(川や便益のJl体的な iMI]定方法となるといろいろと問題が

ある。

第 1 に，究川ゐよぴ便益は年を単位に計算し，それぞれ施設の存続J~ll l\]1いの(，I'~/~均額を計上

するのであるがp その場合は，伐Wl川にイ引当する異常に長い生産期111]をどう処世するかという

fl' U題がある。

との処世方法としては，活林投資の仕方によって失の 30の場合がJきえられる。

1 fTIl限りの也林投資の場合，

特所得は普通労働所得(賃銀，俸給)財産所得(地代，利子，利潤)および個人企業所得(農業や小売業のご

とく労働所得と財産所得の区分が困難な業種の所得)に分けられている。しかし本研究における所

得分類の目的は，国有林に対する造林投資に基く山村民の所得増加額が山村民の聞にどのように配

分されるかをみることにあるので，使用者(伐出および製材業者)と被使用者(造林，林道，伐出

および製材等の各事業の労働者)の所得を明らかにすることに重点を置いわ、そのため，使用者の所

得業主所得と被使用者の所得一労働所得とに分けた。したがって業主所得のうちには財産所得を

含んでL、る。なお，自営製t走者の所得は，普通個人企業所得にスるが，本研究では，営林『宵が直也で

製造する以外の分(全体の%)は，地元農家の副業として営まれており，そのような幾家の製炭に

よる所得は家族労働に対する報酬といろふろに考えられるので労働所得として扱うことにした。
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{史益出林をはじめてより伐!日lまでの 11\]，幻年一定の金制を杭立てたとした場合の効県とし

てー考え，毎年的立てらるぺき金制を"1'_'<15..均前1= 印益とする。

ー A"+D ,, 1.0p"-" ート ・・・・
すなわち B,-, .'''-'-~'' 1~';:;~ -xO.O p 

1.0 p' 

1~川 浩1*1~の前価合計をもって投下資本相とするが，とれば伐lりl時に残存価怖が斗?となる

f，'， I Jt:i"f産をJftli入したのと I;;J じことであるから，年々 fJ(; lgJ分の 1 先減価してゆく投下資本額

の利子の平均額と，その年々のìt，x価存fi 二 i成価首位p1i(.:I:云よび年々の地代，台湾Il'LI:等の合計額

が'iVIJ となる。

ii 主主林投資を繰返す場合~II\J所作二~~~

1YI益 i とf，rjじような二与え方によって p

A旬十 D" 1. 0 p"_"+ ・・ー・
--x  0.0 p 

1.0 p" --1 

1!(JIJ :J立下資本制は

L = _~，，~1. 0 P': 
け1. 0 p"-l C" 主主林立の j1す価合計

で、その加は永久に維持されるからか主価償却の必裂がない。したがって究JIJ は，

LxO.Op+v+BxO.Op B はJ也価

iii 保続生産を 11棋とする迎続的な浩林投資の場合ニ保続作業

イ疋益成長畳二伐探畳の;('1'価存11そのままであるが，伐JUJ!I\Jに相当する建設JPJ川を経過しなけ

れば実現しない0

11:川保続生産が可能になるまでのJPJ川に投ぜられたすべての経伐の後価合計(手iJ子は建設

手IJ，日、に相当)からその川にあげられた川伐等の収入の後価合計を控除したもの，したがっ

てもし年々'":J而杭あて出林し，かつ 11l1f歩当 1) の llii:1，~i(が/ìîJじとすれば法!と部誌の 11:川備

が'，';1定資本投下街lに相当する。したがってとの場合の資JiJ は p

NkxO.O p+Cv+BxO.O p)u+C 

とれらの計算7む訟は，いやれも大胆な仮定より IH発してゐり，試算ーのI与えを/1\ないのである

が，現1:1:の段階ではとのような林価算法的な手段を川いる以外に二Ij法がないので己むを得

ない。ただし iii についてはなむ検討を妥する点があるので，今回は iii の連続投資も 11

の IHI断投資の集積でるると解釈して， ii の場合についてのみ計算するととにした。

次の問題としては p 定!:林がもたらす国土保全íl"J便益の榊力11額をいかにして評価するかという

ととがある。とれは一般的には艇めて閃真Hカミつ大きな h'ijJJ盟で、あるが，今i司効栄町J!ll定しようと

するととろでは p 未立木地に古林しようというのではなし詰林しな〈とも雑木林が成林する

ととろであるから，雑木林と士吉林地との|首!に国土保全の能力にはっきりしたヲさがない以上p 特

にiJ!!1定の必要が少ないので触れないととにした。
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その他， Ii !J ;jt効県の各段併にゐける便益と 1~1 1Jの ìJ!!JJ.ëについても川胞がるるが，それらにつ

いては後に両比率舌I-'Ç向k県を説明する際に述べるととにする。

tU二が主主林投資の経済効J1~iJ[lJ定方法の大裂で、あるが，とのようにして測定された経済効県が

処して他の産主引Jに民主との激しい杭合なしに実現できるものであるかどうかp また府UJJnij-で

は実現できたとしても，資本需裂が山村の人々によって充たされるかどうかp さらにそれらが

すべて仰向たされたとしても， i1守り 1 1)り「私J'{-罰の大部分がごくー背日の人に帰して村の多くの人々に対

しては去11って注効果をきたす恐れはないか，といった浩林投資に作って生やる山付経済上の諸

川越について検討して後まえがきで提起した疑/lUに答えるととにした。

3. 調査地の概要

制査地としては 1 で地べたように林野比率441に固有林:llf.比率が正:j (，かつ薪炭材、がん部分を

I ~î める所，すなわち浩林投資の余地が多分に残されているJWとして!師日県 111 や])t[PiJí路村を選ん

だ。その将f裂を述べると，

(1) 位世(交泊条件)

盤越束~~JHijG'] r駅より村の西41jまで約 3.5 Irし村の rll心地まで約 6.S B1, 1(;~~~~jt)(illf" ，1駅より村

のJf[Y'r'Mまむ約 5111， rll心地まで 6 _fJ~でいやれもパスが泊っている。

とのパスj泣路は村のr!唱iを東区iに立いて公 i九割合に交油は便利である。

第 2 表地目別面積 (2) Tlﾍﾎf゙ 

地日 f橫 積 l 係 考 (3) 士也ì:lt:

1目 256町 話j抜高 400~933 えとの 111]1こ位し，周囲がIJj

国 308 
脈で~'よされ，合地状を呈するが， rJlI乙小 lî:陵

宅地 1 20 

林野 11 , 793 民有 4 ， 083町国有 7 ， 710町 が多数遣うって-'I'-J也が少なし大部分絞~急;;í\'[.

計‘ 12 , 377 
土lI!.である。

(4) 林ì5c~m有))Ij林中/1))リ r I'I î1'A存j杭

第 3 表 (1)

~~所有林 国 有 林 民 有 林 計
¥ 

林相別、\
¥ 

面積町蓄積千石面積町蓄積千石面積町蓄積千石

針 葉 樹 林 446 82 329 68 150 

薪 炭 林 6 ,016 370 
3 , 434 160 9p4481 530 

225 10 225 lﾜ 

択 伐 林 272 111 272 1II 

計 6 , 750 563 3, 988 238 1Ü, 738 801 
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務 3 表 (2)

一1 . 樹積別一J:!.I 1=:1 JJIJ 国有 1林本 I J民毛有林 | 計計

コ ー-----;.-1-万三百I 51 =t百 74子百
ヒノキ 33 33 

アカマツ 61 12 73 

その他針葉樹

針奨樹計

広葉樹

3 

120 

443 

5 

68 

170 

8 

188 

613 

備考

1. 国有林は昭和 23 年度調査

民有林;主昭和 24 年度訳査

2. 薪炭林中にはアカマヲの突然生育が

相当ある。

3. 国有薪炭林中には現行の経営案によ

るとなお約1， 200 町歩の放牧係草林

があるが現状はほとんど薪炭林化し
ていて，牧野の定義に該当するとこ

ろは向かしかない。

4. 広奨11itはナラ，グヌギ， !7リが多い。グヌギの成長はかなり良好だある。

5. X抑制本は大部分幼令林で， 15年位以ドが国有林で 68 %民有林で 93 %を占める。

朗人 11 1I{j手11 25 "FI:JLit: 

クJ 2.691人 5 ， 421人

女 2 ， 730人 一!日i?数 960 

人 11 は 11仰" 16 "r:-によじすると 1 ， 300 人々日11 しているがp その大部う〉は戦後の入杭7í-で、入植

!r'数 808 人 l乙 j主:する。

4、?に大きな栄?存はない。

+J のイn故者人r1 2 ， 885 人の内 2 ， 580 人 (90%) は段林業従事 x-で必る。

倒産業

気í~ 4 表 産業別産額

官E 業 1.l1J 作付面辰|生時是 粗生産相 販売額

農 米 308町歩 ふ 160石 49 ， 280千fIJ 4 ， 500千円

l 煙 草 l 31 か 54.4千疋 8 , 700 8 ,700 

養 蚕 i 167 か 10 ， 320貫 13 , 350 13 , 350 

業 l その他 もも " 8 , 000 

コ1討., �!ﾈ 150IIfl 4 ,500 4 , 500 

林 木 炭 200，∞俵 50, 000 45 , 000 

薪 5 , 000 
正長

木 材 5 ， 000石 5 , 000 4 , 500 

計- 143 , 830 81 , 050 

傍考: 生産量{土 25 年度，粗生産額は 25 年度の生産量を 27 年秋の価絡で評価

第 4去より明らかなように，村の主産物は木友と米で，それについでは繭であるが，米はほ

とんど自給月]であれ現金l投入加としては木決が全体の 56 %を clj める。

しかし木炭服売額の中には国有林原木代約 800 万円を合むから，それを控除すれば約 50 % 

となる。いす‘れにしても木安が木村の主産物であり，主要な現金収入制であるといえる。

\(7) 世林立地条件

世林地は国・民有林を通じて僅かに山林回詰の 7%で極めて少なく， jjE林熱は至って低調で



国有林における造林投資が山村経済に及ぼす効果(大内・久田) - 95 ー

ったが， 1];(近は材価の高騰に刺坊されて恭子高まってきた。国有林の主主林組には気候が越さな

いヒノキが常って多く植えられたので不成t:1H"也が少なくないが，スギは国有林， l~有:1*ともに

成長が比段的良好で、ある。アカマツは大部分は)~然生で、あるがp その成長，形ft ともに比1技的

良好・である。現子E薪炭;1:1'になっているととろの山眼下部， ι|ヒ，東向剖同等にはスギの適地が，

その他のよ的手のr~íーにはアカマツのilii地が十n当多いようにíi.包められる。またそのようなスギの泊

地と忠われる所の林中I1 はまFr決林としては:J:ffJBL 立本状態の不良な所が少くないから，そのよう

な所はたむさらスギの浩林が望ましいととになる。

山村として l土地形も比較的良好で、，全林がすでに/'，日発されてたり， トラック道路もかなり発

j主しているので材の般11 11関係も思くはない。 I見在山山!二 (\[\1こあるアカマツの~1J:木価絡が石当り

500 円以上‘であるととからしても :{îの閣係が恕像されよう。安するに地位の上からみても，地

利の上からみても:ì1H;の余地が多分にあるといえる。

(8) 主主林に対する村民の熱立

当村は徳川時代から l リJi合にかけてはIG産地として 11 を左し，そのため当時は国有林の大部分

約6 千田J少が限定地として応産に供されたが，その後人口の哨力11 とともに林野の集約利川が推

し進められてiiliJ1;Jc.I.!J産より水没生産に主}，J;Î..が切特えられ，限定地の大部分は荒Fr;問料じした。か

くして斉産と製炎とが一般の器産と並んで村の主siZな産業を俳成しP それらに対する技術と熱

意にはみるべきものがあるが，匙林に対しては関心が~.lJJ く，技術も劣っているといわれている。

民産!1元来投機(I'~色彩が践し主主林とは対盟主的で，村l~の気風からいっても也林のような気

の長い地味なものには関心を持つてなかったと以われるし，浩林にはLえる相度の資本蓄積が必

要であるが，村J~の生活水準の{止さからいってもお!ょ林投資は難しかったようでるる。

とのようなきlf'lWから民有林に対する辿林の，な辿な進展は望めないように，Uわれるので，今回

は民有林には触れやに，国有林だけについての浩林を考えるととにした。

4. 現行経営案の概要

当村の国有林はJJ!Jr:ll{j手 11 23 年度に編成された三春経常区経営案によって経営されているの

であるが， ，波奈の 'ftJ・子はたよそ弐のようなものである。

本案(第 6 .:JC編成)は前菜(出 5.:J(検訂)にくらべると折川の区域を拡大し，造林同杭の上17

力11 を図っているわであるが，それで、も年々の主主林面積は 17 1l 1J;I)Jで，それも部落から南IUl，固

有林野比率の高い村の東北部に沿いて p 直営製表のための伐搾跡土也に予定しているだけであ

る。一般の稼~Ij新実材処分{河川ーには全舘遣林を予定していない。とのことは前l亡も述ぺたよう

に，や!の東北部以外の地区では，地元部落の者(6足利吉宮製量が1!怖が江fiE量を遥かに上担っている

I吹をもって，地元部落のために薪炭林の保続を旨としているわけである。
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今回立案した植伐計画5. 

新長林をブ''':IIJ に川村林に切り伴えるという 1， 1';.本方針のもとに立案した航伐百十回|はJCのような

ものである。

国有林 6 ， 743111f歩のうち択伐作業をとっている土砂Hrf占保安林 272 1l l f1v と，林野整備， W>(P�. 

;j;-よび米間地IJIH的子として一応予定した 459 1l IfJ)ょとを除外した残 1) の 6 ， 000IilJ)少について，今

クヌギ等主rr武村ょがそれぞれ約 1/3 あてになるように，ナラ，アカマツ林，後 50 年Ii \Hてスギ林，

かつ，それぞれの令紋I~~世がなるべく法11:になるように計画した。

アカマツ 45 ~I三，新左足!本 25 ~I三としたがp 明白の令紋1'11日白が肴=しくイミ{ J(JWJ令はスギ 50 ~I三，

詩的や伐J京量の

後ここで採用した経笛計画の定め方は従来の経営案編成方法とは幾つかの点で根本的に異なってい
る。

その 1 は作業級を否定したことであり，その 2 は収穫予定法として従来主に用いられてきた面積平
分法や広義の成長量法のいずれにもよらず，林分経済法をさらに大巾に修正した方法を採用したこと
である。その 3 は編成目擦を最大の経済効果の獲得に直結しようと試みたことである。
何故にとのような編成方法を採用したかについては稿をあらためて述べるつもりである。
なお現行の経営案では用材林の伐期令を 80 年としているが，国有林で採用すべき伐期令は経営の
目標から明らかなように国民経済的期令であって，それは他の条件を一定とした場合，社会的便益額
からそれを挙げるに要した社会的費用を控除したいわゆる超過便益額が最大となる年令である。
この年令を正確に計測することは甚だ困難であるが，社会的便益額の構成内容から准して大体利用

材積の平均収穫是が最大となる年令に近いものと考えられるので 80 年(土高過ぎるように思う。
また都路村の場合のように現在造林地が僅かしかないような所て、新たに大規模な造林を開始する場
合には，いきなり高伐期を採用せずに漸次伐期を高めてゆく方がより適当であると思われる。この 2
つの理由によって従来の国有林の伐期令よりはかなり低い伐期令を採用することにした。

伝iEなので，イたJ宋量の:2コ2kな変化をさけるために，かなりの IIJ を.J:t，たせた品。
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スギは;血当なWcf主夫1fr~t多をみるJ-.で、の)，I~l1是となる 5"1ミの令紋日Ijの成長量や成長率については，

マツはiは近完成、した盤がないので経常茶附J".r;;J;t本部に，i己改されている成長予担去の地位下を，

城地方アカマツJ・i';f:木分収穫去の地位ドを，者j炎林はi~日 r:Jî県山林採が淵製した雑木林冬、よぴクヌ

とれによると主林木の伐!日FI'-l!J成長量(附属資料 1 )。ギi'ふ1:本分，J!{，c千:(jj五三を )"'f 干任去lEしてイ!l!川した

と 4しらの他はJJl1J_;U)林の 1it[ よアカマツが 4m" ，粉炭林が約 2m" でるる。はスギが約 5mぺ

り才!?子大きいが，施~~の集約化によって充分実現可能なものと考えられるものである。

ととろでこのような古林の投資計画の経営的技術的合理性はどうであるうか。

前述したように，経済効県を測定する前北として p 計画実施によって与えられる似益は有効

な;日裂を1*うものでなければ、ならないとと，各施11jtの i\-!-画は趨JiliIflJi益W!Ì;M:iええとなるような規

肢で計固されなければならないとと，方1Ji:設計画の]111イ/lIなる部分も/1，1 じ r I 的lí: j主するため)3'1位し

このうちで有効うる計画iのなかで最も逐済的なものでなければならないととの 3 条↑午がある。

市裂の l吟味はよ也方(I"Jなぜ;林計画では必要がないが， );見肢の，t今味と，設計の{\，JlIl'I:!J:の検討とは充

分になされなければならない~JPJiである。

とれを行うにはむ'lÆ:H立花の規肢をいろいろと変化させた場合につますコ規J庄の 11/ト叫ょでるるが，

いて先JJJ と便益とを測定し， 1~)IJf史.益[111棋を画いて超過flJI益の 11よえとなる投JiJ を :Jとめなければ

しかし実際川題として，白川と{必益との計算はかなり川倒でるるばかりむなし必ならない。

礎的なデータァ例えば投ずWM見ーを外延i'1'~にM%拡大した場合l亡出*j:Jl~，の単位ilíiW当りの~F.Jf.Jf次

長量がイ/lI%減少するかを検汁ずるデータが簡単には件られないので， 1，見日の 11/州ミト主相当に!正介

である。イヰ似fラピゴコ場合Iては，現地;~，'â査問JI IlJが liliか 1 迎I!1J という同H1JìI \Jでるったため，到底)引先

林中11別国債，者f九伐J采:立，造林J立の推移

分 期 r n nr JV V 1 vr VI[' � JX X XI XIl叉日I

スギ林 465 “5 855 1,025 1, 191 1 ，却し 465 1, 575 1, 685 1 ， 8∞ 1 ，制， 1, 934; 1, 950 

アカマヅ古木 213 428 642 8631 , 0801 , 2971 ,5041 ,6791 ,8261 ,8981 , 920: 1, 948: 1, 970 

薪炭林口2札叩74 ， 5034 ， 11本 72九 356 3刈 1 2 ， 7仏iM9J， 302f M612， l181ω。

苓スギ林 22 ・ 9 32 ・ 1 40 ・ 9150・ 0 ， 61 ・ 7 75 ・ 8 99 ・ 1: 117 ・ 1 138 ・ 4163.01183.0 194 ・ 8 198 ・ 6
積 アカマツ林 4.6 6.0 9.8 20.5 35.9 57.0 81.6 105.3, 127.8 140.1 143.8, 148.5, 152.3 

m00m3 薪炭林 98.496.31101.8103.692.576.156.445.137.3133.235239.343.4 

何スギ林 2.4: 4.7 9 ・ l' 10.5' 14 ・ 1 13.2 25.6 29.0 31.2 

主 アカマヅ林 1 ・ 9: 1. 8: 1. 1 2. 7 4. 6 8. 5 16. 1 22. 7 35 . 3: 

1000m3 薪炭林 '48.9 45.0 43.8 47.8 46.6 47.1 35.7 29.7 24.1' 
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スギ林

アカマ γ林

薪炭林

造
林
量

h

面積および蓄積は分期当初]の;量
伐採量および造林丞は分期間の量

薪炭林の造林量は部手更新面積

••. 1

2

3

 

備考
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の l吟nJ::に必泌なデ{タをリミめるととができなかったので，組めて大まかではあるが，=Eに;白川

;也木という観点から常識的に判断して前記の現艇をとりるげてみた。設計の介:.rlil'I'Lの検オにつ

いても，検討のデータに乏しいために，現在固有林で、実行されている方法を州本踏襲するとと

にした。したがって前記の浩林計画は，同氏経済的にみて故泊の別jiiで、 dうり， Jt~千年の設計で、あ

るというわけで、はない。

とのように p 肝心の也林計画が訓査Wlli \Jの ;!jJJ約を交けではなはだ不充分なものとなったが，

詰林計画の此泊四伎なり， ~Il:.:~設"十なりの川四日休大きな川出でるるから本研究にづ l続いてと

りあげたいと考えている。

前記の計四iに :WV、てスギ〆1*，アカマツ林，新:没林ijリに fj'rifif ，部干Jt， 1J(:.j宗量 p 法林量の批移を

5 年の分1リiごとに ;;-1日:したのがみr~ 6 去である。

6. 雇用量および所得の推移

5. で、主jI:ぺたi'Jú:1主計画の実施i乙 fドう主!;林p 材、;立， 伐/!\，製材，製炭等千千たfifJ:lj Jj Jm川量jìf'.び l乙

林業関係総研川量を分tVJlJ Jj I乙;隠~);r して図示すると m1 図のようになる (汁算過程(士F付属資税 2 )。

日I / 図によると p 令制出

の関係、で、才子子の凹!日lはあ
国

刷
出W

稲
刈

壇
用
量 一-7ア〆

/ 

./ 

四

令聞 1 1I nr N V 

第 1 図雇用量の推移

るが，大休湘泣的に精力H

してゆき， I壬 lぎ日的の材c

~11に到辻する四分野](60

年後)の総!日川量は現自

のがj 1. 711干となる。

その 1:\]，現在の総;居川

量の 80 %を I~i める製武

主!日川量が， IIJ材林業の

居川量と等しくなるのは

VIl分:l\=Jl (30 1，r後)で，そ

の後は念速にTiJ材林業の屈IIJ量の比重が大となり Xill 分明に必いては製表:Jftlill川量は僅かに 17

%とたる。

固有林 llnj渉当りの年巨JIJ量は p 現在 11. 5 人で、あるのに対しp 四分・期では 20.2 人に達す

る。青梅地方の小宮村の 30 人にはなゐ相当の隔たりがあるがp とれは主として JIJ材j本の成長

量に大差があるためで、ある。

それにしても，林業関係居川量での 7 害l向上件加は，それだけ山村の人々の職場を拡大すると

とに友るから，当村のような林業の比重の大きな所ーでは， rJj村の社会や経済に及ぽす影響はか
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なり大きなものがあろう。

今，林業関係!主JiJ量の府}JII によって当村の人口がどの担!立会で滑川l しうるかを検討してみよ

っ。

林業‘関係居川量は四分Jl;Jjlてたいて現んより "1三!I[J約延 5 )j 2 千人がH刊11するととになるか

ら，労働配分実態~VIIJ査より得られた:民休業従'j;:{í-1 人当り年労働口数約 200 日，千f走者の家協:

人口に対する比約 40 %という官〔に広いて計算すると，千î~貯でのi行川1数 260 人，人口での府

加1数 650 人となる。とれは第 1 尖!岳川量J)}frjJIIによるものであるが，良林業人口の榊加に作っ

て商業その他でも店JIJ量が波及(I'~ I亡上有力11ずるととになるから，その分をさらに加算する必要が

ある。現{I:当村の産業別有~I~:X-人!lをみると，長林主従事{í-は全体の 89 %であるからその制

合によって加算すべき人f1を粍nIすると有業者で 32 人，家肢を合めて 80 人となり，結局両

者を介すると，有1dt~x-292 人の榊p 家族を合めて 730 人の哨というととになる。との fJI'(は現従

の人 11 に比して約 13 %のi??力11であって，その哨)JII率!主立件に少ないのであるが，とれl主農林

業関係ミ投下労働量:の 7 制強を Ili める民主経営を同定して考えたためで、あって，実際は林業日早係

JiïUIJ量の哨力111亡千行して出地の拡大が行われるであろうから附加率はノかなくとも併にはなるも

のと批定される。とのことは共に述べる所得の検，討によって一好I lJj (J告になろう。

ととろでとのような林業関係!日川量のJ:frJJII に対する fjb主任f!1ljすなわち ~J I 材、出家の対応の仕jjが

fI\j hillであるが，とのととについては後に検討するととにして ， -J( に!日川量の増}JIII亡作う労働所

得ゐよび才ミ主所得をうれ明日1]に i\I-'i;;J:して図示すると第 2 図のようになる。

図でYJ;J・主主T よび林道は

営林平f の tü 営であるか 出

ら，との両:;ejr誌の:主主所

件は 1[1村経済にIü接関係 1回

�r 

司

がないので)J I] Iこ考えると

とにして闘には示してい

ない。 したがって図で

は， 2主主所-fl? としてよ寸蛍

仰「一一一一

で実行される伐出業j;>よ

び製材業についてのみ示

した。

』・-----・

三三

/ 
吋竺L-ー/

J� 11' V 'vl VIl VJI[ 

とのように所得のうち 第 2 図所得の推移

で大きな比主を，1，める国有林間の所得を除外して L 林業関係所得額は p 前述の居IlJ量の場合

よりもかなり増加の程度が大きい。すなわち， 6,000 Illj歩の国有林に 111来する地元民の受取る

所得は，現在労賃の形で入ってくる労働所得(との'1'には実質的には労働所得とみなされるl~
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営製炭の~=t所41j を合む)が{F制約 1 ， 754万円であるのに対し，四分lVjでは 1 ， 9411干の約3 ， 400

万 P1 となし業主所件に王つては，現庄の 55 万円が 17.4仙の 960 万 fl1 に ili し，両手予を合ず

ると現行:の 1 ， 809 万 1 '1が XIII 分明では約 2.4似の 4 ， 360 h {l1 となる。とれらのH'Î'符はすべて現

金Jfx.入の形で地元民i乙入ってくるわけでるるから地元此のiflìl~ JfI~;売力!主著しく高められるとと

になる。

ただ， との I;;;~n:~立しなければならないのは， 労{劫}灼所り叶?符の哨力刈加11率に対対-上比ヒして，才t\ヨrミ汀ヨ主~!í}川\'î円i

率が7飛|雨E眼l'的'1判|内句 lにこ大きいというととでで、ある。とのととは村氏の所件の分布不均等!主を11?大し，社会

政策一HT-;j: しくないが，との点については後で検汁するととにする。

,m 

園川一一一 日 一一一一一一←一一一一一一一一
有|

" 1 u -一一←一一一一一
品

金

151一一一一一一一一一一一一一一

第 3 図 国有林卒業益金の推穆

一方，育材よ‘よぴ林道

1E主同.'1~Þにあたる国有林

)"j工業益金は， un 分J1J1の

391 万円(年制)に対し

M 分~V1では 3 ， 500 万と

なって品サ 91({' に j.tする

(第 3 図)。との国有林事

史益金と)抗出のLl I +Jlミの

林業総!ílî'flJ.とを介元卜する

と I 分JV12 ， 200 万 P1， XIII 

ぅ:トlリ17 ， 860 万 P1で、ff{.J 3.6 

併である。また国有林事業益金のイト.汁i切に対するわj介"土 I 分間 18 %, XIII 分!V145 %でるる。

とのととは当然のととではあるが，主!:林投資の)íJÎ・f与に及 I~す効!-l~は p その投資を行った国有林

n休にj止もえきな効県をもたらすととを示す。

とれを裂するに， î*炭林を川村林に変更するために行う国有林の古林投資は，間有林白1+;の

丹!î"flJを大 1[1 に ~':jめるばかりでなく， ~I 仲!の人々の lííl川量や所付をも著しく哨えするととにな

り，郁ì [îはもとより，一般一段村よりも 11I，;いノ'j(i!ちにある山村のrÝÎ"fU.;J， i!ßの向上のためにk きな役

割を果すととになる。しかも高められた所得水準は永続的で、あるからその役割はー居高〈評価

されるであろう。

しかし，ととに計画したような大r[] な古林投資がもたらす効果は p 当然山村の社会p 経済構

遣の変革をwうものであり，変革の過程にたいて幾多の問題を生やるととになるので、主うるが，

今との問題に入る前に p 国有林の世林投資が公共投資の 1 つであるという見地に立って，前述

した経済効.~~という観点からの検討を試みよう。
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7. 費用便盆比率および投資所得比率

今まで述べてきた.ìi!fi:主投資が ILI村氏の Jill JIJや)í!í"Nに及iま、すk0~呼!主，前述の国土総合JHJ発市議

会の策定した経辞効民を〆ιーさだする場合の 6 つの初1.'.'，μコうちで，地方1'1句な D日発計四のな1)洪をみる

場合にi誌も足袋な観点となる Jlir)j経済に及I~rす効県の二主要な部分に当る。 ζ と i己主 l長なW!l分・と

いったのは主主林p 伐 11 \，製材の各irl.\iT''f，にむいて生やる榊加所作?視の考察に!とめ，そのIけ)JJ1川件

額の泊先によって発生する波及効県をみていないからである。ところでp 地方経済に及l'fす効

果が浩林投資の経済効県の主裂な観点になるとはいつでも p それだけでは他の公共投党の効県

との比校が11\来ないので，共に公共投資としての泊1所"'1:を判断する際のJμwとなる北川便益比

率と，投資)1即位をきめる|授の J，叫Eとなる投資所件比率とについて計算してみよう。

(1) 党Ii J便益比率

a. スギ芯林の場合 fJi:)~J 50 年';J'i当 1)

主!i-林 伐 111 製材
Bn+Sl+ち=型宅1 /1-)-十1241lJ±258!lJ=jO131lJ=1.17

Co 3428Pj 3428/11 

b. アカマツ iiE林の場合 伐!り) 45 ~f 1;J'î当り

ii!;林伐11\製材
____1_~~?PJ_+6?IIH坦IJ ニ 23891IJ-134

2163111 2163 

C. 王劫薪h存r炭林のi叫」ι;
命エ立f正:木生産 製以炎

5()30H:: (ー 133111)二 430llj ヰ1. 08
400111 400llj 

(2) 投資川件比率

a. スギ:itl林の J必介

L1pn土生1土;!J?_2_ = __4126I1j + 156911H-100411j 二 -55991ILO-137
Iu十L十 12 -- 43800llj 十 2960llj 十 201511j 487751IJ 

b. アカマツ法林の場合

3100llj + 151711j + 911 [lj 5528[1j 
一一 一 =0.204

22730/lj +2640/lH1780Ilj - 271501 日

備考 (費用，便益，投資額p 増加所得額の計算内容は附属資糾 4 参照)

費用便益比率はスギの場合も，アカマツの場合も 1 以上であるから p いやれも公共投資とし

ての趨格性をもつものと判断される。投資所得比率について出 p 今のととろ一般的な基準が示

されていないので，今後公共投資の各分野にむいて，との種の比率が多数計算されるのを侠た

たけ配ば，どの程度の投資順位にあるかを判閉するととはできたい。しかしp 話林のように生

産主J1\fl]が非常に長く，利潤率の低い事業にたいては，投資所得比率が高くなり得ないのは当然

で，との比率のみによって公井投資の順位をきめるととになれば活林投資の不利は兎れないで
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あろう o

t;;_ ;j;~ ，との両比率は故経失1m接効よI!:まで合めて計-1;Tすればさらに高まるととになる。

8. 接された問題

(1) 産業との関係

主主材、投資がもたらす胆用量の中で， i左手本労{かjの全??に林道，伐11\闘係労働の大部分は山村農

家の家族労働力に依布告する。したがって林業関係の胆)lJ量が府大するととは，農業への投下労

働量を減少させp 農業経営の粗放化を招くととになりはしないか。もし農業経営の集約度を維

持するとすれば，士主林投資の規模を桁i少しなければ実現不可能となるのではないか。現在の林

業関係投下労働量の二人:部分・が製:友労働で、あれその製茨労働は農閑J1JJに投下されているから p

農業労働と林業労働とは柿究の関係にあるのに対し，士主林労働の大部分，伐IH労働の一部分に

ついては農業労!ilì'J]と統合の関係が予担されるので一九千その危悦制定くする。そとで農家の )JlJIJ 

農林当訪日労働配分を検討したのが第 4 図である。

λ 

1 j干期

人

団。

t醐i醐
冊
品
切
除
制
投
下
量

捌l 溜骨州糊 件ヘ
¥ 

1川| / ii;にピ乙;〈〈廿-
、 醐早主、 , 

I 'v'y パ

叫入 /ヘ必拙L ノ\/1V
ミミ、兵約終ミ ~心4刊ボ~'\.'\:

R 

第 4 凶 農家の労働当日分 (A) 下道の内部落

図で，農業労働是は最近 1 カ年間の実績を間取りによって

求めたもの，林業労働量は筑 1 図に示した分期別業M別雇用
況に基いて計算した。その場合まず製材の全部と伐出の出

は事業労働者によってなされるとして控除したので，冶1木，

林道の全;，;，1 と伐出の怖について月別に配分した。なお，林

業労働げまのi邪薬への割当は部落に所属する国有林の商債割合
によった。

人

自伺
vn 骨期

加〕

1田

図によると，国有林が比較的少な

し農業の経営規模が比較的大きい

ドむの内部落では，第xu分明ごろま

では薪炭労働投下量の減少分よりJlj

材林業関係労働投下量のJ汁力日分が若

干多い杭!立で農業と林業との競合関

係が現在より激化する{tffrt，j はみられ

ない。

しかし，それ以後になると rlj;j付本

業関係労働投下量の増加率が大きく

なるために各月ともに現主より労働

投下量が哨加してゆく。との場合，

農林業労働投下畳の合計が少ない12

-4 )J には flU題はないが， 5一二l1}j

なかんす.. ( 6-9 T1 は現在のピーク

よりも高まるので前述の如き危倶が

一応二J7えられる。

とれについては，労働投下量が最, 
高となる xm 分期にむいてもその時

のピーク (9 月)は現在のピ{ク
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(6 月)より彩n 宍IJ高い平目立である ~ 

とと，逃走の労[助担分をJJ~状維持と
l 併閉

しているがp 経営規肢を変化させな 調~ 1師
行1

いとしても月別労irWJI叩分を:行子変化 .. 
下

• 1~~ 

させうる可能性があるとと，製炭労

聞についても月日Ij労働担分の ;M1tを

一定としているが， /lïJ じく調整の余
う叩

地があるとと，さらに， ~民家数をー

定としているが，当村の人口の推移 \li 1予期
~OO 

状況からしでも:民家数がì1引く附加l し

てゆくととが予恕されるとと等のxrIl

"1 によってとの川題は充分に解決で

きるよう l乙jι う。

国有林が多く P 農業経営脱出の小

さな地見与え・ i品々部法についてもえ

体/;ïJ じようなことがいえるであろ 第4 図 (B) 池見城・場々部落

つ。

(2) 伐Ifr:，n;t~よび製材二投資本の制j土

との計画では，伐/1 1業主T よび~~~~材業はすべて地元民によって営まれるとしたのであるが，と

れらの事業を行うには相当のf日さと，事~:;ÿ~の経営能力とを必要とする。所得7j\_iWの低い当小j の

一般民家にそれを望むととは無型l'でp いき:t，~い当村の高額所得-X'， すなわち，木炭の集計:f業者，

犬山林所有者がr[ t，L.、となるであろうが，県してどの程度まを地元民でやれるか疑/lrJなしとしな

い。もし，伐/l1;V~ゐよび、製材業の経営が全而的にやl外資本家の子によって営まれるとすれば，

業主所得の全部と，労働所得の-1~ß:J}が村外にNULて了うととになる。そうなれば沼 2 図より

分るように四分l切に沿いて地元民の受取る林業関係所得はほぼ午減して現伐のがJ 1. 35 似程

度の増加率にとどまり，居J/]量の方もほぼ 3 割減となって p 現たの約1. 3 俗となる。とうなる

と，固有林の古林投資の地元経済に及ぼす効果の大半が夫われるととになるばかりでなく，後

越するように，形の上で、は独立自営的な製決業による所得が雇用関係による労働所得に切株え

られることになるので，精神的な耐を二与えると益々効洪が減少し，結局珪林しない方が却って

地元民のためになるというととにもなりかねない。

したがって伐111業や製材業が地元日によって営まれるか否かが造林投資の地元山村に及ぼ、す

効巣を左右する械めて重要な|志l二子となる。そとで前越のように地元民にそれを望むととが難し

いとすればどうしたらよいか。との対策は，難しいとする理Ijlが地元民の資木菩杭の貧困と淫
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営能力の不足に 2うるわけであるから p との 2 つの11m約をいかにして打[l日するかに帰する。

しかして地元民の白主的な日到のみによって 2 つの11;IJ約の打IHJ を則前ーするととは望み部とJι

われるのでp 何等かの11ヲで、仙からの援助を必要としよう。その場合段も有効かつ実際的な援助

と汚えられるのは営林1汗が:fr;木を売払う場合に当初多少の不i山I主忍んで、も地元業者を育成する

ように積極的に措置するととであろう。とのような拘世は，現行の産物売払規則や会~-I法規の

改訂を要するととになろうが，地元山村経済の発展を計るととが国有林経営の主要な 1]棋の 1

つである以上，そのために必必な改訂は当然行われてしかるべきものとj乱う。

もしJ営林岩側からするとのような援助がなされないとすれば，他に有力な援助JJi去が考えら

れないので，基~炭林を川村1本に切j与えるlIT林投資を JIR元日にがW}. させるととは非常に[付;)m: とな

ろう。

(3) 所得の均等と安定

現在当村の農家lま p 岱i材1ミの経営îJ~慌が概して小さく， Jí片付水準も低いが，割合に所得の分

布が均等で、階居差が蒋しくない。カI!うるに p 農業も休業(製決:JD も家業として営ま At，労使

の分化がほとんどなしその所件の安定度もかなり高い。

これに対しp 主主林投資の~;/f-!-l~もたらされる所得のJ('t)J11 1ま，村氏の所得水準の向上に大いに劫

県があるにしても，労使の分化を IリJI庶ならしめ p 所作の分11îのイミ均等Etを拡大し，かつ， 1I j付

ー出家の製炎主三所得が労貨の71予のJW件に切替えられるので川件のイミ壬'Jtl支を階大する給処を;J'{) < 

恐れなしとしない。

とのようなととは，資本主義のもとで産業時誌をの高度化を図る上場合に必然的にでてくるIJ，I.%(

でるるが，との場合，川íl.ト分布のイミ均等度の拡大は，労賃決定の合理化によって若干是正され

る税度に過ぎないが) JI止も Lp':裂な人~iî..て、ある所得の不安定度のIPT大は p 営林寺号の経営方針によっ

てえきく左右される。すなわち，営林寺!?の行う年々の~]i~:J~分量の急激な変動をできるだけi泣け

て漸匙的i乙増加するようにすればp 実f!tr'I':!には現在以.J二に安定した所付となるで詰うろう。とい

うのは p 製←炭業所得は， [o!i]有林より年々ほぼ一定数量の阿木が [JI，給されるとと p 業主と労働者

とが同一人であるいわゆる家族労作経営として営まれているとと等の正111111 によって，剖合I乙所

f4}の安定度が高く，かつ，出:1去には他人の支配を受けないようにみえる。しかしp よく吟味し

てみると，)Jj(木代の支払のために主将・より{!?金して，その金利をヰ11 当日1い利率で支払わなけれ

ばならないうえに p 適正友生産者イ町名よりもUlf:い価格でその業者l亡木炭を売らなければならな

いような車問にある人が多し事実は焼子と H様の拘束を受けている。

そればかりでなく，木京町田絡は賃金よりも温かに騰落が激しし製炭量以 I ， d じであっても所

得の変動の rlJ は大きい。したがって阿川量に変化がないとすれば、，労H:-の形の川得の方が製京

業の川何よりも実質的には安定しているとみられる。

さらに国有材cからの原木供給量が民家の?I?1iF量よりも遥かに少ないとと，そのため製安当tFJÍ'・
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fLjhの if.附加が少ないのみならすて製炭の労働生産性がゴJ~~i;~"に低いという~].f.'1Wもある。とうして

みると JWf'Jの分イlî不均等!主の拡大という川題はともかくとして，所得の安定性に関しては，固

有Æ-*1!Wが/1\来るだけ事業分量の念i2tな変illb を泣けて鹿川量の安定を計る以上現状よりむしろ

安定性が哨大するとみてよいのではないだろうか。

9. むすび

以上，国有+I~ajljが新設;林を JJJ;j羽*に切符えるべく p f12 々 25林投資を継続していった場合の山

村経済に及1;[す効県をいろいろなri'fÎから検討・してきたが，コド研究の到機となった治林312カJ同通

の問題I亡対する解符としてはどういうととになるであろうか。

との併符i :l: 2 段に分・けて与えらるべきであろう。すなわち，組定した計画が実行で、きるかど

うかについての併話こが第 1 段であり，実行可能としたi必合，増加する居川量やJWf号制のイnI;tljが

地元にとどまるか，それによって地元の居川水準や}リN'，f.J}(ilfiがどのような形でどの純度高まる

かについての併符が沼2 段である。

1:(D 段については，その計両がji!;林技術的にみて安当なものであるならば、p 実施に必必な資

金と労務の;締法:が可能であるかど、うかというととになる。ととろて、売金の~IJMj_fは，伐/1\以降の

分が必十しも地元民によってなされる必妥がないとすれば，営林吉がw:営で行う i;!;林必よび、林

m~ji:~~のzTどi;:が 11\]1直となるが，との川題は，木研究の立場からすれば計画iの与f'j:として処~lll さ

るべき:>jf.{I'iであるから，資金のえl，'.j.ttについては一応川題はないとみてよいであろう。

一方労務の訓J主も 8 の (1)で検討したように法林が分散的に活二子さ ~lるとすれば:出家の労働当日

介の実態より推して可能で、あると考えられるから，結局計‘画の実施については余り /lfjJiillはない

ように，巴う。

5r~2 段については， jjjt林が計画iili リ jißみ， jj!i林地の店長量が予JDJ したようになったとして

も， 伐/l\業や製材ゴ三がどの紅l支まで地元l(の子によって行われるかによって大きく変ってく

る。その杭度は一応地元l(の保有する事業?と金の状態と， :;;j手当三経営能力とに依存するわけで、あ

るが，との場合iÌ:立すべきは 8 の (2ìで検討4 したように固有林fjjljの地元経済:j)l~~i~_1乙対する考え方

が決定的な役割を県すととである。もし国有林1Jj~が，処分した立本の伐I:I~や製村について全く

保関心であるならばp 恐らく製材関係所得の大部分と，伐w関係所得の相当部分が村外に流れ

て，浩林投資の地元運済に及ぼす効果は著しく減少して了うととになる。またp さらに，年々

の事業分量を決める場合の国有林側の方針がぐらついていれば，折角増大する所得も p 不安定

な所得となってその効果を字減ずるに至る。

ととまで考えてくると，今更のように国有林m~の経営方針がいかに地元経済と密接なつなが

りを持っているかを痛感させられる。従来p 国有林側のとってきた態度は，いろいろな束縛が

あったにせよ，十全なものとは言い切れない。その立与iミで
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に反対し，国有林仙も，地元の要望をいれて国千f;f:1'~]休の希望を二義的iこ考え， ~j針決林の維持

にう子めてきたことは賢i円 C、あったかも失11れない。

しかし森休白砂~tが比較的豊1irで，人川問題も今ほど深刻で、はなかった戦市UïCk云いてはともか

し現内としては国有林f!Wの TI昔前!とした地元に対する方針を裏付とした古林投資の rE当性を認

めるべきではなかろうか。

以上がヱf>:イi)l:究の山[1五の助機で、ある求rr災林に対する主主林投資の山トj経済に及I';fす効県如1Mにつ

いての結論でるるが，本研究には他により根本的な動機がある。それは 5 のiftで地べたととで

あるが，経営案をf従来とは異なっtdi1r しい角度から編成してみたいと)すえたととである。

従来の経営案は，都路村の場合がそうであるように， J:1!!.:i[J亡に対して深い考ほが払われては

いるが，元来国片岡lìJII:のJ117匙二森:休生産7Jの向上という見地から森林生産力の [IIJ上を:lD(大の目

的としp 自然存|学的な法林投手|すを子はとして編成されてきた。その 11 ("~を j主成するためには地

元民の協力が不 IIf欠であるから p 地元i亡の希望をなるべく渠に織り込んで、ゆくという考え方が

強かったように瓜う。しかし国民のÍI同!)111:の榊匙=森林生産力の向上とは必十しもいえないし，

その萩林の生産力の [tl]J:. を白{1(~科学的な法林技術に依必ずるとなればな去さら=とはいえなく

なってくる。 そとで・国1";の ílì日1)lll*I'Ì江主に i12iiiIf した経営業はいかにあるべきか， その兵休(i句内1~~

はどんなものでるるかについて 1 つの接近を試みたわけである。との読みでは現地訓査が僅か

l~lIiJくらいであったために肝心の浩林の投:ttÎJH~の検什等がはなはだ不充分なものに柊った

がp 経営主誌の任り方や p その編成方法についてはできるだけ具体的に述べるととに努めた。そ

れは森林という資抑そのものを対決とした経営安ーから，結林を利川する国民に也給した経営案

への転換を具体的な)1ヲで.JJik ll日したいためにほかならない。

R駸W11� 

This report deals with the problem of forest management method in order 
to develop the economic standard of the mountain vil1age partly covered by the 
national forest. 

1 studied the problem at Miyakoji vi l1age, Tamura-gun, Fukushima prefecture. 
This village is famous as the producing district of charcoal, and the forest-land 
consists of 10,738 hectares including 6,750 hectares of the national forest , and 
the national forest involves 6,014 hectares of charcoal and firewood forest. 

It has been the general idea that management of charcoal and firewood 
forest as it is, is better than conversion of it into timber forest for the welfare 
of local communities. In this case, however, the relative density of population 
of this vi11age with 0,44 person a hectare, is far less than that of other villages 
turning to intensive forest management, and the living standard of the former 
is lower than that of the latter. In view of this fact , 1 was led to think that 
the conversion to timbεr forest wil1 contribute more to the welfare of local 
communities than to remain in the present situation, and 1 studied the anticipated 
changes in the mountain vi1lagers' income and employment in case of proceeding 
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with investment every year. How己ver， the current purpose of the national forest 
management does not consist in the development of villagers' welfare in partiｭ
cular, but in the promoting of national welfare as a whole. 

So, first of a11, 1 investiga+:ed the influence of investment in the forest on 
the national economy. The results were obtained as fo11ows: 1) Generally, 
the investl11ent has only locaI effect. 2) It is essential to bring about developｭ
ment of economy of the mountain village in lower standard in order to promote 
the national economy. Thus, 1 confirmed the significance in my studying the 
effect of investment in forest in connection with the economy of the mountain 
village. 

This study was conducted on 6,000 hectares of the national forest , a part 
of the 6,750 hectares, which is expected to remain as national forest in the 

future. 

The outline of plan may be described as follows: 

1) After 60 years, the forest land will consist of about 2,000 hectares each 
of Japanese cedar (Cryρtomeria jαρonica) forest, Japartese red pine (Pinus 
densijlora S_ et Z.) forest and coppice forest. 

2) The cutting age of Japanese cedar is set at 50 years, that of Japanese 
red pine, 45 years and that of coppice forest , 25 years. 

3) Cutting and planting will proceed without drastic changes of timber 
quantity. 

4) All silviculture and forest road enterprise, part of charcoal manufacturing 
enterprise will be under the direct management of the district forestry office, 
and the greater part of logging, sawing and charcoal production will be run by 
pnvate operators. 

Quantities of work in silviculture , forest road, logging, sawing and charcoal 

manufacture in eve1'y working period of five years were established in accorｭ
dance with the abovestated plan, and then the quantity of employment and the 
amount of income in the mountain village were calculated the same way. 

F1'om the investigation calculated in this manne1', the following 1'esults we1'e 
obtained: The amount of vi11age1's' employment goes on inc1'easing , and it shows 
an increase of 1.7 times the present amount of employment, namely, the present 
amolmt of employment in a yea1' shows 11.5 perSOllS to a hectare of forestland, 
but after 60 years the amount shows 20.2 to a hectare_ The 1'ate of increase in 

the amount of villagers' income due to the silvicultural investment is much 
large1', that is to say, after 60 years the increase of incol11e is 2.4 times the 
present income. Mo1'ever, afte1' 60 yea1's the sum total of income from labor 

and that from prope1'ty is 43.6 million yen a year , and the ratio of the former 
to the latte1' is 78 : 22. On the othe1' hand , afte1' 60 years the amount of income 

in the national fo1'est enterprise is in excess of the present income by about 35 
mil1ion yεn a year, an increase of 9 times. Thus, the effect of the silvicultural 
invetl11ent shows the largest for the immediate objεct of the investment, but at 
the same time, it contributes to develop the economy of the mounta絜 vi11age. 
1 calculaetd the cost-pr�it ratio in order to test whethe1' the silvicultural investｭ
ment can pay 01' not f1'om the national economic point of view, and these costｭ
profit 1'atios obtained a1'e: 1.17 for Japanese cedar, 13.4 for Japanese red pine_ 
Therefore, it may be said that the silvicultural investment is suitable as public 
investment. The investment-income ratios, used to determine the order of public 
inve巴tment， are as ﾍollows: 13.7 % for Japanese cedar, 20.4 % for Japanese red 
pme. 
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As above圃mentioned， the effect of silvicultural investment to the economy of 
the mountain vil1age is very obvious, but there are some problems in the practice 
to obtain the expected objective on the practical point of view. 

The first problem is the question of whether a11 sorts of enterprises origiｭ
nating from the investment can be executed without exercising any adverse 
effect on ag-.ciculture management or not. However, 1 found , in connection with 
labor distribution , that the plan can be carried out without any bad effect on 
agriculture in its r己lation of 1abor distributiol1. 

Whether or 110t the mountain villager can raise the funds for logging and 

sawing enterprise is the second problem. If it is impossibJe, the best paxt of 
the effect woul�. be 10st to the village. After a11, such prob1em may be solved 
if the district forest oﾍfice takes measures to he1p the local1umbermen an�. sawｭ
mil1 owners as much as possible in case of government sale. 

The third problem is that of the equality and stabi1ity of income. 
In the capitalistic system of 1aissez faire, fluctuation of income is an unaｭ

voidable phenomenon, but unless the district forestτy office would not cause 
sudden changes in its annual amount of work, the stabi1ity of income would 110t 
become worse than the present condit!on. 

111 short, when the district forestry office carries on the work, if the office 
pay attention to the we1fare of mountain villagers, 1 am convinced that the 

above-stated effects of silvicultura1 investment wi1l be rea1ized, and the effects 
contribute much to the development of economy of the mou口tain village. 
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附属資料 1. 林イ:fIlJ Ij伐.j1~量ゐよびti!;林量計算資料
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(3) 林中H別令級別孫債の准移 (m3)
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人業開川原川量計算't.f:-:本千2. 附属資料
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アカマツ林は11li稜，下極同量として計算

前掲の数字と各分期における林令別造林面積により雇用主;-を汁算

1) 

2) 

備考

(2) 林道については，分期別林道計画を作るに必要な現地調査がiH来なかったので，現行経営案におけ

る林道予算(既設林道の維持費が大半)を物価指数によって修正したものより薪炭林 1 m3 当りの林

道費 150 円を求め，それの 70 %を労賃とした。同様に用材 1m3 当り 400 円の 70 %を労賃とした。

なお労賃単価は 250 円。したがって薪炭材 1m3 当り濯用置は 0.42 人，用材 1 m3 当り 1. 12 人とな

り，これを各分期の伐採涯に乗じて夜用量を求めた。

(3) イ支出 CH]材)については， m3 当り伐木 0.4人，造材 0.2 人，淫材 0.8 人，造作り 0.3 人，

理 0.3 人，計 2.0 人を各分期の伐採冠に乗じて雇用i涯を求めた。

(4) 製材については，年間 5 ， 000 石の原木を消化する規模の工場を基準とした。この程度の規模の了.場

では業主の{也に工員が 6 人(この中には来f(;役，事務補助を含む)というのが標準であるから磁I動日数

を平 300 日とすると業主た含めて延 2， 100 人がふ000 石の丸太，寸なわち立木換算でスギ、ならば

1 ， 980m:J，マヅならば 2 ， 160，がを消化することになるから伐採量 1 m3 当りスギ 1. 06 人， マヅ

0.97 人となる。 この([0:を各分矧の伐探冠に乗じて雇用量を求めた。但し，マヅについては伐採泣の

半分は丸太のまま坑木やパルプ材として村外に移出されるとしたので計算から控除した。

~5) 製炭については，実強調査の結果によると，国有林材による民営製炭の場合には， 1 戸当りの原木

処分量が僅少なこと，木カネ固いこと，労働が集約なこと等の理由に上って功程が甚だ低く 1 人 1 日

の製炭量は平均1. 5 俵であるのに対し，直営製炭の場合には 1 窯当りの製炭量が多いこと，木が太い

こと，功下平本位で労働が粗放なこと等の理由によって 1 人 1 i3の製炭量は平均 3 俵となっている。故

に直営と民営とを分けて雇用量を計算したが，現在直営生産量(士国有林材による総生産量の約 'h と

なっているので今後ともその比率で直営が{世ヲれるものとした。 なお m3 当り製炭景は 10 俵とし

-tこ。

字企2
日
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附属費;舛 3. 業百i:)j IJ)リd!;}-Wti計算資料

(1) 造林前掲のTturtJ託に明在の造林事業の雇用労賃 230l rJを乗じて算出。

(2) 林道前掲の雇用f立に現在の土木事業の雇用労賃 250 円を乗じて算出。

(3) 伐出民営なので労働所得と業主所得とに分けて算出

労働所得は伐採量 1 日.13 当りの雇用量 2.0 人より使用者の分を控除した1. 7 人に伐出事業の

平均雇用労賃 370 円右乗じた 630 円を伐採ほに乗じて算出。

1+6xO.Or 

fぅ， m:i 当りの業主所得は

販売価格木材引校税立木価格 事業費 業主所得
スギ 3 ， 400 円- 126 円- 2 ， 360 円一 700 円 214 円

マツ 2 ,9.10 - 110 - 1,940 - 700 コ 190

(4) 製材年間 5 ， 000 石の丸太を製材する工場の 1 月当りの収支を，

(5) 製炭

収入製材歩1}: りを 70 %とすると製材石数は 291 石となり，石当り販売仰Ij絡を 2 ， 400 円

とすると収入は 700 ， 000 円となる。

支出版木 416 石の細絡 575 ， 000円，工賃 48 ， 000円，電力料 7， 000円，雑費 20 ， 00019 ，

計 650 ， 000 円

故に収入超過額は月 50.000 円となる。子í~費の rj:tにも若干労働所得が含まれるから，てれを

2 ， 000 円どすると労働所得も向調となる。この収入超過績または労働所得を(矧来註 11113 当

りに換算するとスギ 300 円，アカマツ 260 円となる。

国有林材による民泊製侠の場合は，

(労働十業主)所得士山元売渡価格一原木代一俵代'検資料

.= 250円・ ー 75円 -151'9- 2円一 1581']

この場合労働所得と業主所得とを分離することが凶契([なので労働J貯得として扱うこと』こする。

直営製侠の;場合は 1 俵当りのりE賃は 70 円であるが，道作りその他雑役を加算すると 1 俵当りの労働

所得は約 105 円となる。

附~資料 4. 費用便益比率むよぴ、投資所jl}比率計算資料

(1) 費用便益比率

+ Bo 卜 (Bj -C1) 十 (B2-Cal +. 
~" C。

1) スギ林 (1 ha当り)

正îJ実効果 Bo=~n+DI/ l.ûp l/.-n+ ・・-:__ x O. 09= 竺塑， 9塁。士573 ， 21:?_ x 0.06 
(治林).- 1. Opιー 1 ・ 18 .4202ー 1

=3 ， 631円.... ..1. 861113 に相当

Co=-EZ-旦EL x 0.0 p+v=1L竺E三旦.420空- x 0.06+800=3 ， 428:守 (但し林道
1. 0 P" -1 . -. -r • 17.4202 

費 m3 当り 400 円は収入より控除)

第 1 次
Frll接効果 Bjニ立木換算m3 当り丸太販売価格x 1. 86=3400x 1. 86=6324円
(伐出)

Cj ={(m3当り立木'(lIlî絡 4 引取税)1. Orl ト(事業費)1. Ora } 1. 86 r は金利

= { (2360 十 126)1.05 十 700x 1 ,033} 1. 86=6 , 2201'9 
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第 2 次
間後効果 Ba=立木換算 m3 当り製品販売価格 x 1. 86=4220 x 1. 86~c7849 円
(製材)

-113 ー

Ca=(立木換算m3当り丸太価絡+事業費+固定資本利子十同減価償却費十運転資本利子)

x1.86= (3480+455+38十 38+70) x1.86=7591 1弓

2) マヲ林(l ha当り)

直披効果
(造林)

第 1 次

276 , 300+274 , 005 
O=~::::V:::_l7::'~: 'é_V':' xO.06ニ 2 ， 587 円..... .1.92 m3 に相当

13.7646-1 

CIlニー(理主OQEt+1O ， 141) × 13J2q46 × 0.06 十 800=2 ， 1631弓
12.7646x2 

i問委効果 B1=2910x 1. 92=5 ， 587 円
(伐出)

C1 { (1940 十 110) 1.05+700 x 1.033} 1. 92=5 ， 520円
第 2 次
間後効果 Ba=3620 x 1. 92=6 , 950円
(製材・)

C2 = (2980 + 388十 32+32+65) 1. 92=6 , 714円

3) 薪炭林(l ha当り)

政Ji実効果 Bo=31.000x O. 3038x O. 06=563円 0.95m勺司、日当
(企林)

Co=400円
第 1 次
問機効果 B1 =2500 x O. 95=2 ， 375円
(製炭)

C1 =原木代+労賃+俵代+検査糾+利子= (750+1690+150+20 ート 23)0.95=2 ， 501円

(2) 投資所得比率 ーや 4po十 4P1 十ムlPa+... . 
-, 10 + 11 + 12 + . . 

1) スギ林 (1 ha当り)

直後効果 10ー C 1.0 P" ー =43 ， 800円(造林) 'u---r~o-p ，， '::":ï 

第 1 次
問機効果
({](;a!) 

4pO= (Bo-CIl) +lo xO.Op+俸給十労賃

=203+2628十 700 ト 595=4 ， 126円

11一立木f間中各+引l1i悦+事業費一 (2360 十 126 十 700) 1. 86 =2 ， 960円
資本IIlI1民主事

4P1 = (B1 -C1) 十手Ij子+人件費= (67 + 147 + 630) 1. 86= 1， 569円

第 2次ー
同様効果 19=主豆電電~壁 f\'#!_七巻!与資2ド吹t婚=王土型一。工000土虫色旦旦 =2 ， 015[弓

3.6xO.7x1.86 4.68 

_')"O , 50 ,000 "A  "0 , 215 , 000 
4P2= (B2-C2) 十利子+人件費 258 + _vv.'_v"v_,,-- x 4. 68十 x 4.68= 1012[弓-_Vv , _ -416 ・ 5 ， 000

2) マツ林 (1 ha当り)

直接効果 10=22 ， 730円
(造林)

4po=423+1362+700+615=3 ， 100円

自ゐj主 11=__(_1，塑士E11+川 92 日開
(伐出) ム

第 2 次
間接効果
(製材)

4P1=67+ (125+630) 1. 92= 1. 517円

1, 500 ,000 + 650 , 000 
10= 

.， vvv ， v~~n~ vvv , vV'J 1 ， 780円2= 5000 
4.13 

50 , 000 ". , ~. 215 , 000 
4P2=236+ ー x4.13+ _:::V: ,::,::V x4.13=911円

416 ------. 5 ,000 




